指定後の注意事項【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護】　　　　　　　重　　要
1. 変更届について

○届出の期限は変更日から10日以内となっていますが、できるだけ事前に届け出てください。
○届出方法が【来庁】となっている場合は、事前に電話等で日時を予約のうえ、持参してください。
○届出事案が複数あり、一つの事案が【来庁】となる場合は、予約のうえ【来庁】して一括で届け出てください。

○届出方法が【郵送】となっているもので、受付控えが必要な場合は、「障害者総合支援法―変更届連絡票」と「切手を貼った定型封筒（返送先を記入したもの）」を同封してください。
加算の変更について

○増額となる変更については、届出が毎月15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月からの変更となります。

○減額となる変更については、届出日に関係なく事実が発生した日からの変更となります。

ただし、「福祉・介護職員等処遇改善加算」の算定を新たに開始する場合は、前々月の末日までに届出が必要となります。
■提出に必要な書類

変更届出書、変更届連絡票以外の必要な様式等は、当課ホームページの「申請の様式」のページから各書類をダウンロードしてご使用ください。

	変更する事項
	添付書類
	留意点

	１
	事業所の名称
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）

③運営規程

	

	２
	事業所の所在地（市内移転）
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）
③運営規程

④案内図

⑤損害賠償発生時の対応方法を明示する書類（損害賠償保険証の写し等）
⑥事業所の平面図

⑦事業所内外の写真


	○事業所の電話番号等に変更がある場合は、変更届出書の変更の内容欄に記載してください。

○左記④は、最寄駅やバス停からの経路、所要時間を記入。

○左記⑤は、移転後も適用となる旨がわかる書類（新しい保険証書や異動届等）
○左記⑥には、写真番号と撮影方向を記載してください。

※市外移転の場合は、いったん事業所を廃止し、新たに新規申請が必要です。

	３
	専用区画等の変更
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②平面図（変更前と変更後の平面図）
③事業所内外の写真（変更前と変更後の写真）
	○左記③は、変更箇所のみ必要。
○左記②には、写真番号と撮影方向を記載してください。

	４
	法人の名称

法人の所在地
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②履歴事項全部証明書（原本）
③事業所一覧表
※同一法人が複数の事業所を運営している場合、一つの事業所からの届出で③に記載した事業所すべての届出とみなします。

	○法人の一体性（継続性）が認められる場合。

認められない場合は、新規の指定申請となります。

○電話番号等に変更がある場合は、変更届出書の変更の内容欄に記載してください。

	５
	法人の代表者
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②履歴事項全部証明書（原本）
③法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
④事業所一覧表
※同一法人が複数の事業所を運営している場合、一つの事業所からの届出で④に記載した事業所すべての届出とみなします。

	○左記③は、住所変更のみの場合は提出不要。

	６
	管理者

【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）
③経歴書

④組織体制図

⑤法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書

	○左記④は、兼務関係を明確に記載し、他事業所での勤務状況も記載してください。

○左記④⑤は、住所変更のみの場合は提出不要。

	７
	サービス提供責任者
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）

③経歴書
④組織体制図
⑤資格を証する書類の写し
⑥実務経験証明書
※サービス提供責任者の人数に増減のあった場合は、下記の３項目を変更理由欄に記載してください。
○従業者員数（前３ヶ月平均値）
○利用者数（前３ヶ月平均値）
○１ヵ月あたりのサービス提供時間数（前３ヶ月平均値）
・介護保険法分＋障害者総合支援法分（移動支援分含む）

	○左記④⑤⑥は、住所変更のみの場合は提出不要。

○左記④は、兼務関係を明確に記載し、他事業所での勤務状況も記載してください。

○左記⑥は、ヘルパー２級課程修了者のみ添付。

○１ヶ月あたりの従業員数、利用者数、サービス提供時間数については、平成24年４月より、前３ヶ月平均値になりましたのでご注意ください。

	８
	主たる対象者
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）

③運営規程

④指定障害福祉サービスの主たる対象者を特定する理由（参考様式15）

	

	９
	運営規程
○職員の員数
○営業日･営業時間

○サービス提供日・サービス提供時間

○通常の事業の実施地域

○利用料、他に徴収する金額　など

【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）
③運営規程

	○変更届に運営規程の変更前、変更後の内容を記載してください。

○職員の員数のみの変更の場合は、届出不要。
ただし、指定基準に満たなくなる場合はこの限りではありませんので、届け出てください。

	10
	介護給付費の請求に関する事項
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②介護給付費の算定に係る体制等状況一覧表（介給１）

③各加算に係る添付書類

	○介護給付費の請求に関する事項（通院等乗降介助の追加も含む）の算定については、届出が毎月15日以前になされた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月からの算定となります。
○書類不備等により15日までに受付ができなかった場合、適用が遅れることになります。
○左記⑧は、許可書を当課に取りに来られる場合は不要です。

	11
	介護給付費の請求に関する事項（通院等乗降介助の追加）
【郵送】
	①変更届出書（様式第３号）

②指定に係る記載事項（付表１）

③運営規程

④介護給付費の算定に係る体制等状況一覧表（介給１）
⑤通院等乗降介助の実施を申し出る指定居宅介護事業所のサービス提供体制等確認票（介給別紙１）

⑥運転従事者一覧表（介給別紙２）

⑦道路運送法に基づく許可書又は登録証の写し
⑧切手を貼った定型封筒（返送先を記入してください）

	

	12
	その他
	内容によって提出いただく書類が異なりますので、ご相談ください。
	


※変更の内容及び状況により、上記以外の書類の提出が必要な場合があります。

以下の休止届、再開届、廃止届は、日時を予約の上で来庁し、書類を提出してください。

２. 休止届出書の提出について
職員の急な退職等によって、一時的に事業者としての要件を満たさなくなった場合で、かつ事業継続の意思を有する場合等は、「休止届出書（様式第４号）」を提出していただく必要があります。

■提出書類

（１）休止届出書（様式第４号）

（２）指定書の写し
（３）添付書類　：　事業再開（６ヶ月以内）に向けての取り組み状況を記載した書類

３ 再開届出書の提出について

前記の休止届出書を提出した事業者が、事業を再開するためには、「再開届出書（様式第４号）」を提出していただく必要があります。

■提出書類

（１）再開届出書（様式第４号）

（２）指定書の写し
（３）添付書類
①指定に係る記載事項（付表１）

②従業者の勤務形態一覧表
③組織体制図
④従業者の資格証の写し
⑤運営規程

⑥その他（休止理由によって提出していただく書類が異なりますのでお問い合わせください。）

４. 廃止届出書の提出について

事業を廃止する場合は、「廃止届出書（様式第４号）」を提出していただく必要があります。

■提出書類

（１）廃止届出書（様式第４号）
（２）指定書の原本
（３）添付書類　：　利用者の引継ぎ状況が分かる書類
